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５．その他

1 企業課税を巡 特筆すべき事項

経済競 活 中 各国 国際競 力 源泉 企業 誘

法人税率 引 等 租税競 展開 い 方 租税水準 差異 利

用 多国籍企業 租税回避行動 各国 税 確保 脅 非 企業や

個人 租税 担 転嫁 い 状況 生 出 い いう懸念 存在

OECD諸国 租税回避行動 対 各国 協力や情報交換 組 活 化

い

い 本調査 現地 ン ビ 調査 特 中 企業者 立場

全米独立事業者協会 NFIB 以 意見 紹

現地 ン ビ 調査 結果

市場 い 大企業 国 立地場所 利益 移転 や い

比 中 企業 立地拠 移転 い 利益 税率 い 国 移 い

う行動 結果 中 企業 租税税 担回避行 い

方 中 企業 大企業 注 多い 大企業 利益 挙

わ 中 企業自身 経営持続可能性 影響

大企業 益や事情 考慮 必要 あ 大企業 業績 悪化

中 企業 打撃 経済や雇用 悪影響 及 あ

回 現地調査 い 電子 引 い 議 無

以 米国 電子 引課税 状況 以

通信販売 売業大手 ン社 売 対 州売 税 徴 州

州 ャ 州 州 サ 州 ン 州

始 い 州 売 税徴 開始 対 同社 論 最高裁

所 訴 い

米国 売 税 課 企業 州 物理的拠 い 必要 あ
73 ン社 同社 州 物理的拠

雇用 行 い い 主張 い 裁 行方 全米 注視 い

方 ン社 各州 販売 商品 自 裁量 課税 義

可能 市場公 法 Marketplace Fairness Act 案 支持 考え 表

明 い 法案 可決 同社 州 売 税 徴 義

可能性 あ

一見 相矛盾 行動 う 見え ン社 物理的拠 う

73 1992 最高裁 決
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恣意的 断 全米 等 扱わ 望 い 言わ い

回調査 現地 ン ビ 州 任意 乗 規制 嫌う米国企

業 姿勢 通 あ

EU 付加価値税 VAT EU 外 サ ビ 提供 配信 対

サ ビ 提供企業 所在 国 消費者 い EU 国 課税

EU 外 事業者 EU 消費者 対 サ ビ 提供 配信 場合

EU 事業所 設立 EU 加盟国 い 国 事業者 録 国

付加価値税 一括納付 組 い

方 本 消費税 国 引 課税 対象 あ 国外 引 課税対象外

あ サ ビ 提供 配信 企業 国 あ 国 拠 提供 配

信 い 国 引 課税 本国外 拠 設置 サ

ビ 提供 配信 企業 対 国外 引 消費税 課

い ン 消費税 課 い い 楽天 電子書籍 参入 際

子会社 Kobo 販売 配信用 サ 置い

国外拠 売業 同様 消費税 非課税 価格 サ ビ 提供

可能 言わ い

OECD 租税回避行動 対応策 併 電子商 引 課税強化

明 行動計 74
2013 7 19 表 い

74 Action Plan on Base Erosion and Profit Shifting

http://www.oecd.org/ctp/BEPSActionPlan.pdf
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2 企業をサポートす 行政サービスと企業の公的負担のあ 方に関す 考察

公的 担 税制 ン ン 企業立地

企業 立地 際 最 重視 優秀 労働力 確保 う 市場 魅

力的 う あ 税制 ン ン 立地選定条件 中 程度 置 あ

例え 州 政府 企業 高い

回 市場 大 人 質 高 あ 考え い 研究 開 型企

業 立地 製造企業 高 州 流出 州

製造業誘 活 化 い 州 企業 担 軽減 税

制措置 講 あ

州 非営利 団系 ン ン ビ ン

ン ン 全米 50 州 最 あ 対 ン州 2011 企

業 担税制 簡素化 事業環境 改善 結果 ビ ン ン

ン 全米 浮 い

企業誘 州間競 激 増 い 州 重 誘 産業 存在

基本的 全産業 誘 対象 あ 特定企業 い う

あ

域 企業 対 支援

ン州 利用企業 産業 偏 出や い税 縮 直接助成 切

替え い 方 州 全体的 高い 対 税 等

担軽減 図 い

利用 特定 業種 偏 税 制度 い 政府 企業 対 い 多数

税 製造業 偏 い ン事業税 MBT 短命 終わ 税

少 法人所得税 移行 一方 州

企業 税 存在 立地場所選定 考慮事項 一 述 起

業直後 企業 立地選定 税 恩恵 大 い 察

税 中 研究開 税制 い 制度 業種 偏 利用 75

産官学 間 高 評価 恒久化 望 声 強い

州 ン ン EZ 廃 2014

新 切 替わ EZ 新規雇用 創出 評価 研究 あ 雇用

場所 移 いう研究 あ 新 雇用増 対 税

認

企業支援策 企業 担制度 策定 際

75 実際 製造業 利用 多い
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税制や規制 含 施策 決定 議会 施策運営 行う 行政 いう ン

あ 域 企業 経営破 場合 救済 否 議会 断

企業誘 際 主 権 州 場合 あ 市 場合 あ 一様 い 通常 相

互 連絡 協力関係 求 い 地方政府 課 解

決 場合 州 連絡 い場合 あ

企業 海外進出 ン 支援策

現地調査 訪 州 場合 輸出支援 ンサ ン 中心

あ 特 中 企業 い 海外運営 足 い あ 海外

ン あ 生 い い

企業 ビ 活動対象

企業 議員 州 地方政府 あ ゆ 対 ビ 活動 実施 い

法規策定 権限 連邦 あ 場合 連邦 州 あ 場合 州 地方 あ 場合 地方政府

ビ 対象 企業団体 や サ 通

施策 対 支持 対 立場 表明 い

医療改革 ACA 影響

医療改革 い 中 企業 企業 担 増加 いう試算結果 あ

利 条件 保険契約 結 い 中 企業 保険加入者 広

料率 いう試算 あ 影響 大 明 あ

雇用主 医療保険提供 義 付 常勤 50 人以 企業 中 常勤従業

員数 50人未満 削減 増や 動 あ

施行法や細則 未定 あ 合わ 企業 ACA い 担増

先行 見通 確実 あ 嫌 い う あ

課税 い 既 定着 州 水際方式

Water’s Edge Election 選択 認 い 特 大 議論 い

い
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3 米国企業の公的負担水準と福利水準に関す 考察

法人税 実効税率 国際比較 行う 米国 主要先進国 中 最 高い国 挙

値 C-Corporation 課税所得 対 税率 示 あ

図表 法人所得課税の実効税率の国際比較 2013年 1月現在

注
実効税率 法人所得 対 租税 担 一部 損金算入 調整
税率 合計 あ

本 地方税 地方法人特 税 都道府県 国税 徴 一 国庫 払
い込 後 地方法人特 譲 税 都道府県 譲 含 法人事業
税及び地方法人特 税 い 外形標準課税 対象 資本金 億 超 法人 適用

税率 用い い 付加価値割及び資本割 課 加え
成 24 度以降 間 法人税 10% 復興特 法人税 課

州税 加え 一部 市 市法人税 課 場合 あ 例え
市 連邦税 州税 7.1% 付加税［税 17%］ 市税 8.85% 合わ 実効

税率 45.67% 一部 州 法人所得課税 課 い場合 あ 例え
州 実効税率 連邦法人税率 35%

2013 法人税率 23% あ 2014

21% 2015 20% 引 検討 い

ン 途法人利益社会税 法人税 3.3% 課 法人利益社会税 含
実効税率 34.43% 法人利益社会税 算定 い 法人税 76.3

万 行わ 前 実効税率 計算 あ 当該 案 い い
途 売 高 2.5 億 超 企業 対 法人税付加税 法人税 ％ 2012
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入 い 間 時限措置 法人所得課税 国土経済税 地方
税 等 課

法人税 連邦 州 共 税 50:50 連帯付加税 連邦税 あ 営業税
市 税 あ 営業 益 3.5% 対 市 異 賦課率 乗 税 算出

本資料 連邦統計庁 表 容 従い 賦課率 392% 2011 全 均値
基 い 場合 計数 表示 い

中国 法人税 中央政府 地方政府 共 税 原則 60:40 あ

韓国 地方税 い 地方所得税 資本金 及び従業員数 応 民
税 均等割 等 課

資料 省

本報告書 Ⅱ.3.米国 企業 公的 担割合 大 見

個人所得税 担 税 売 税等 間接税 固定資産税等 合わ 全

税 占 企業 担 税 大 見 米国 企業 担割合 昨 度調査

対象 ンや 本 比 い あ 言え う あ 76

図表 企業の公的負担割合の試算値

州 ン州 ン 本

1 30.7% 32.0% 32.9% 45.0%

2 38.4% 35.7% 47.4% 48.6%

3 40.8% 38.6%

注 1～3 設定 表 3 相当 試算 昨 度
本 ン 実施 い い 本 公的社会保険 ン 税
医療サ ビ 提供 い

間接税や負担者が
不明確 直接税 扱

個人所得税
源泉徴収

個人事業主 所
得税

社会保険料等 事業主
負担分

ケ ス
政府 家計 企業 活
動規模 按分

企業負担
さ い

企業負担 す
企業負担 含 い 税収

企業負担を推計

ケ ス
政府 家計 企業 活
動規模 按分

企業負担
さ い

企業負担 す
企業負担 含 ケ ス
社会保険料事業主負担分を
加えた推計

ケ ス
政府 家計 企業 活
動規模 按分

企業負担
さ い

企業負担 す
企業負担 含 ケ ス
事業主提供 民間保険料
医療保険 を加えた推計

現地 ン ビ 調査 通 感 米国 数値 公的 担割合

以 実態 企業間 公的 担割合 大 あ いう あ

米国 公的医療保険 代わ 法定外福利 雇用主提供型民間医療保険 用意

76 東京都委 調査 2012 ン 企業 サ 行政サ ビ 企

業 公的 担 あ 方 関 調査 pp.19-22 参照
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場合 あ 大企業 手厚い 従業員 提供 い あ 半

面 提供 い 最 限 済 い 企業 あ 中 企業

提供 い い場合 あ 担 無 企業 公的 担 割合 大

変わ 後 医療改革 常勤従業員 50 人以 企業 担 増

加 想 大 計値 試算機関 大 異 ン

ンサ 得 い い

う 米国 C-Corporation 法人所得 対 実効税率 高い

均値 場合 企業 公的 担割合 相対的 い 実態 企業 公的

担割合 企業 格差 大 結果 企業 提供 福利 水準 大

あ 言え い う
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